





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































賛成 － 70％ 反対 － 28％ その他 － ２％
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戦争責任と国内法次元における国家責任
上述したように、先の体制を否定したとされるのが日本国憲法である
が、それははたして憲法制定によって否定を確認するという一回性の行
為によって否定しつくされることになるのであろうか。あるいは、否定
するということは、何らかの否定し続ける営為を必要とするのだろうか。
この点、日本国憲法は、繰り返し述べているように、先の植民地支配お
よび戦争が誤ったものであることを前提にしている。また、そうした前
提をふまえたうえで、将来の国際社会とのかかわりについては、憲法前
文において、「日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配
する崇高な理想を深く自覚するのであって、平和を愛する諸国民の公正
と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。われ
らは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去し
ようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。
われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のう
ちに生存する権利を有することを確認する」としている。こうした過去
および将来に対する憲法前文の規範内容からしても、誤った戦争である
ことを憲法制定によって単に確認するだけで、過去の行為に対するあら
ゆる国家責任から解放されたとしてしまうのは、あまりにも安易な発想
だと解される。実際、日本政府は、多国間条約や二国間条約の締結によっ
て、政府間レベルでの戦争責任については一定の解決を図ってきている
が、この事実自体が、後継体制における戦争責任の存在を物語っている
だろう。もっとも、それでは、この戦争にかかわる国家責任は政府関係
という対国家（政府）に向けられたものにとどまるのであろうか。対個
人の国家責任は、日本国憲法の下では生じないのだろうか。その意味で
は、対個人の国家責任を争っているのが、まさに戦後補償裁判というこ
とになるが、一連の裁判においては、個人の戦争被害にかかわる請求を
民法レベルで認容する判決もだされており、対個人の国家責任を必ずし
も否定しているとはいえない。また、日本国憲法の前文は、将来に対す
る安全保障の担保として〝信頼"という文言を用いているが、その対象
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は政府ではなく〝平和を愛する諸国民"となっている。とするならば、
この〝信頼"関係が自明のごとく横たわっているものではなく、まさに
そうした関係を構築していく自覚と姿勢を喚起するものだということか
らしても、何よりも戦争犠牲者との関係での〝信頼"の回復こそは、憲
法制定の歴史的経緯に照らしても優先されるべき事柄の１つなのではな
いだろうか。
従来、一般に国家責任については、憲法レベルでは、17条の問題とし
て理解されてきたが、憲法学においては、この間、17条は必ずしもホッ
トイシューとして扱われてきたわけではない。通常、教科書レベルやコ
ンメンタールにおいても、17条の制定経緯と国家賠償法の意義を解説す
る程度である。そして確かに、憲法17条に関しては、立法者意思や議会
での審議状況に照らしても、戦争犠牲者個人に対する国家責任という観
点は、制定時に有されていたわけではなかった。同様に学説にしても、
たとえば、「絶対主義的天皇制を克服し、基本的人権の尊重を主要原理の
一つとした現行憲法が、権力的作用における国家無責任の原則を放棄し、
国の賠償責任を明文でもって規定したことは、自然の成り行きであっ
た??」、「本条〔17条―?執筆者〕は、明治憲法下で妥当していた『国家無
答責の原則』を廃棄し、被害者救済を十分にするために『国又は公共団
体』の責任を明確にしたものである??」と解するのが一般的であり、憲法
学および行政法学レベルでは、国家無答責の否定ないし克服を企図した
ものと理解してきたにすぎず、こうした見解は、憲法17条規定を創設規
定としてとらえ、将来に向けて効力を有するものとして扱ってきた。
しかしながら、従来の憲法17条理解では、一連の戦後補償裁判が投げ
かけている問題を検討するには不十分である。たとえば、憲法17条が創
設規定だとするのであれば、３でも紹介した公権力無責任原則を排斥す
る高裁判決は、どのように理解されるべきなのだろうか。また、日本国
?? 西埜章「第17条 国および公共団体の賠償責任」有倉遼吉＝小林孝輔編『基本法
コンメンタール憲法 ３版』（日本評論社、1994年）75頁。
?? 佐藤幸治『憲法 ３版』（青林書院、1995年）614頁。
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憲法が妥当する今日において、憲法施行前の権力的作用に基づく個人の
損害に対する国家責任はどのように解されるべきなのだろうか。国家賠
償法附則６項は、「従前の例」と規定するが、この含意について憲法学は
正当な意識を払ってきたといえるであろうか。憲法施行前という一事で
もって、検討の枠外に放置されてきてしまったということはないだろう
か。本稿で問題としている戦後補償裁判では、これらのことがすべて課
題となりうる。とりわけ、日本国憲法が先の体制を否定し価値原理転換
をもたらしていることが、戦争犠牲者との関係でいかなる国家責任を生
じせしめるのか否か、具体的には、過去と将来に対する憲法前文の規範
内容を指導原理としたうえでの憲法17条にいう国家責任の射程という
ことになるだろうが、こうした点の検討は極めて重要なはずである。な
お、この点については、郵便法違憲最高裁判決が１つの参考となるだろ
う。郵便法違憲最高裁判決（最大判2002年９月11日、民集56巻７号
1439頁、判例タイムズ1106号64頁）は、憲法17条について、次のよう
に述べる。
「憲法一七条は、『何人も、公務員の不法行為により、損害を受
けたときは、法律の定めるところにより、国又は公共団体に、そ
の賠償を求めることができる。』と規定し、その補償する国又は公
共団体に対し損害賠償を求める権利については、法律による具体
化を予定している。これは、公務員の行為が権力的な作用に属す
るものから非権力的な作用に属するものにまで及び、公務員の行
為の国民へのかかわり方には種々多様なものがあり得ることか
ら、国又は公共団体が公務員の行為による不法行為責任を負うこ
とを原則とした上、公務員のどのような行為によりいかなる要件
で損害賠償責任を負うかを立法府の政策判断にゆだねたもので
あって、立法府に無制限の裁量権を付与するといった法律に対す
る白紙委任を認めているものではない。そして、公務員の不法行
為による国又は公共団体の損害賠償責任を免除し、又は制限する
?
）
二
〇
九
二
〇
九
札
幌
学
院
法
学
（
二
二
巻
一
号
）
法律の規定が同条に適合するものとして是認されるものであるか
どうかは、当該行為の態様、これによって侵害される法的利益の
種類及び侵害の程度、免責又は責任制限の範囲及び程度等に応じ、
当該規定の目的の正統性並びにその目的達成の手段としての免責
又は責任制限を認めることの合理性及び必要性を総合的に考慮し
て判断すべきである」
また、滝井繁男裁判官の補足意見は、次のように述べている。
「憲法一七条の趣旨は、国家無答責の考えを廃し、被害者の救済
を全うするために国又は公共団体が賠償責任を負うべきことを前
提にし、国又は公共団体の責任は、基本的には私人の不法行為責
任と異なるものではないとの考えに立ちつつ、具体的な責任の範
囲について、それぞれの行為が行われた具体的状況を勘案して、
一定の政策目的によって例外的に加重若しくは軽減し、又は免除
することのあり得ることを認めたものと解することができる」
上記判決は、国家責任に関する立法裁量の限界とその判断基準を明ら
かにしたものであるが、この基準に照らして、公権力無責任原則を国家
賠償法附則６項の「従前の例」によるとする見解がなお維持しうるのか
否か、すなわち３でも検討した公権力無責任原則を排斥し民法の適用が
例外的に認められる際の範囲および基準として応用が利くのか否か、あ
るいは応用が利くとして戦後補償裁判で問題となっているような被害と
のかかわりでどのように当てはめていくのかといった点などは、今後速
やかに検討されるべき課題であろう。いずれにせよ、憲法学の立場から
するならば、公権力無責任原則の克服についても、時効・除斥制度の制
度目的についても、憲法学の観点からの検討は、まだその緒にさえつい
ていない現状である。
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５．おわりに
家永三郎は、1968年に、「文筆人は文章の形で、言論人は言論の形で、
その他すべての国民はそれぞれの生活の場所で、機会があるごとに審判
を行うことができる。その成果が国民的な総括まで高められることが可
能となるとき、はじめて勝者の敗者に対する裁判ではない、日本人自ら
の手による日本の国際法・国内法の両面にわたる、換言すれば対外対内
双方の戦争責任に対する審判が、もっとも良心的かつ理性的な形で結実
するであろう。それだけの努力を尽くさないかぎり、日本国民は、戦後
に生れ戦争に直接関与していない世代の人々をもふくめ、全体として、
自分たちの支配者および自分をふくめた同世代の同胞が、世界ならびに
同胞相互に対して犯した重大な罪を贖うことができないばかりでなく、
外国の犯した、あるいは犯しつつある戦争犯罪を糾弾する道義的資格を
も薄弱ならしめることにもなり、ひいてはふたたび人類の悲劇を阻止す
るための有効なたたかいを進めることにも困難を感ずるのを免れないの
ではあるまいか。日本国憲法の前文にいうところの『政府の行為によつ
て再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し』、その決意
を効果的に実現するためにも、右のような課題はぜひとも完遂せられね
ばならない、と信じるのである??」と述べ、自らの手で戦争責任を追及す
ることがない日本国民の歴史認識・平和意識の限界を説いた。この課題
は今日も続いており、憲法学もこの例外ではない。
筆者は、かつて戦争犠牲者に対する賠償立法について検討した際、戦
争責任に対する憲法上の条文の不存在を「憲法不作為」と呼び、その根
拠を制定者および国民の加害責任に対する自覚の弱さに求めていた??。
もっとも、その後、日本国憲法が、先の体制を否定し、戦争放棄を定め、
将来の安全と生存を政府ではなく〝平和を愛する諸国民"との〝信頼"
関係に求めていることなどを検討することによって、すなわち憲法制定
?? 家永三郎「極東裁判についての試論」思想530号（1968年）10頁。
?? 水島朝穂＝馬奈木厳太郎、前掲註22、58頁。
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経緯と憲法前文の規範内容を理解することを通じて、戦争犠牲者個人に
対する国家責任についても、「憲法不作為」なのではなく、国家責任を規
定する憲法17条に読み込まれるべき規範的要請なのではないかと、今日
では考えるに至っている。この点については、体制移行に伴う正義の転
換という観点から、別稿においてさらに検討を続けることとしたい。
最後に、本稿における筆者の問題意識は、日本国憲法は、否定される
べき先の体制の核心にかかわる被害者に対して何らの応答も示していな
いのか、といったものであった。筆者も含め戦後憲法学は、おそらくこ
の問いに対する明確な解答をなお持ちあわせていない。しかし、戦後憲
法学が「戦後」憲法学であるためにも、解答は見出されなければならな
いはずである。それとも、戦争犠牲者は不可能を戦後憲法学に期待して
いるのであろうか。
［付記］本稿を執筆するにあたって、中国人戦争犠牲者賠償請求事件弁
護団（尾山宏弁護団長）に判決や準備書面を提供していただいた。記し
て謝意を表する。
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